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令和 4 年 6 月 23 日 

九州管区行政評価局  

  

 

 

 

 

 総務省では、令和 3 年 7 月をもって行政相談委員制度が創設されて 60 年を迎えた

ことを記念して、4 年 6 月 30 日（木）に「行政相談委員制度 60 周年記念式典」（場

所：京王プラザホテル コンコードボールルーム）を開催し、内閣総理大臣感謝状並び

に総務大臣表彰状及び感謝状の授与を行うこととしています。 

九州管内では、以下 2 のとおり、内閣総理大臣感謝状は 8 人、令和 4 年度総務大臣

表彰は 13 人、総務大臣感謝状は 2 団体が受賞・贈呈されます。 

また、九州各県においても、同日、地方式典を開催して行政相談委員制度 60 周年

記念式典のライブ中継及び内閣総理大臣感謝状の贈呈式等を行うこととしています。 

なお、福岡県では、福岡市立西市民センターホール（福岡市西区内浜 1-4-39）にお

いて地方式典を開催する予定です。 

 

 １ 表彰について 

① 内閣総理大臣感謝状 

行政相談委員として、過去に総務大臣表彰を受賞し、引き続き多大な貢献を

した者 

  ② 令和 4 年度総務大臣表彰 

行政相談委員として、永年その職にあり、功績が特に顕著であった者 

 

行政相談委員制度 60 周年記念式典で表彰される 

行政相談委員等（九州管内分）のお知らせ 



- 2 - 

 

③ 総務大臣感謝状 

委員が行う相談活動及び宣伝啓発活動を支援すること等を通じ委員制度の

発展に貢献してきた者並びに総務省への相談所の提供や普及・啓発への協力等

を通じ委員制度と両輪をなす行政相談制度を支援してきた者のうち、顕著な功

績があった者 

 

２ 受賞者について（九州管内分） 

(1) 内閣総理大臣感謝状 

（福岡県） 

三木 和信（みき かずのぶ）   福岡市担当 

西原 眞理子（にしはら まりこ）  飯塚市担当 

（佐賀県） 

石橋 亨見（いしばし こうけん）   鳥栖市担当 

（長崎県） 

木村 優仁（きむら まさひと）   南島原市担当 

（熊本県） 

荒木 公子（あらき こうこ）   水俣市担当 

（大分県） 

稲留 俊信（いなどめ としのぶ）   中津市担当 

（宮崎県） 

石﨑 陽一（いしざき よういち）   都城市担当 

（鹿児島県） 

東  節代（ひがし せつよ）   いちき串木野市担当 

 

(2) 令和 4年度総務大臣表彰 

（福岡県）  

川村 眞由美（かわむら まゆみ）  北九州市担当 

日比生 純二（ひびお じゅんじ）  大牟田市担当 
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井口 弘子（いぐち ひろこ）   大川市担当 

柿添 新一（かきぞえ しんいち）   大川市担当 

（佐賀県） 

吉村 久子（よしむら ひさこ）   佐賀市担当 

（長崎県） 

山本 由美子（やまもと ゆみこ）  佐世保市担当 

（熊本県） 

福田 了栽（ふくだ りょうさい）   長洲町担当 

寺崎 俊一郎（てらざき しゅんいちろう）  山都町担当 

鬼塚 和子（おにつか かずこ）   芦北町担当 

（大分県） 

中野 康惠（なかの やすえ）   別府市担当    

（宮崎県） 

長倉 重久（ながくら しげひさ）   都城市担当 

（鹿児島県） 

川路 悦子（かわじ えつこ）   鹿児島市担当  

藤原 利廣（ふじはら としひろ）   屋久島町担当 

       

(3) 総務大臣感謝状 

株式会社井筒屋  

代表取締役 影山 英雄（かげやま ひでお） 

 

 日田市 

市長 原田 啓介（はらだ けいすけ） 

 

 

 

 

 

（連絡先）行政相談課長 高尾 秀嘉 

（電 話）０９２－４３１－７０８２（直通） 
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（参考） 

 

行 政 相 談 委 員 と は 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 行政相談委員は、行政相談委員法に基づき、総務大臣から委嘱（無報酬）された民間有

識者です。 

 

○ 行政相談委員は、自宅のほか、市区役所・町村役場、公民館などで定期的にあるいは巡

回して相談所を開設し、苦情や相談を受け付けています。 

 

○ 行政相談委員は、地域の方々の身近な相談相手として、国等の行政活動全般に関する苦

情や相談を受け付け、相談者に対して助言を行ったり、苦情の対象となった関係行政機関

に対して、具体的な改善を働きかけたりするほか、災害時には特別行政相談所を開設する

など、国民本位の行政を実現する上で、重要な役割を担っています。 

 

○ 総務省では、市区町村に少なくとも１人の行政相談委員を配置（全国：約 5,000 人、九

州管内：約 680 人）することとしており、行政相談委員は、国の行政に関する苦情などの

相談を、全国で年間約 80,000 件、九州内で年間約 9,000 件受け付けています。 


